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1.　インフラメンテナンスを取り巻く
現状

インフラの老朽化が加速度的に進行する中，国
民の安全・安心や社会経済活動の基盤となるイン
フラの維持管理・更新を計画的に進めていくこと
が極めて重要である。

また，自然災害がますます激甚化・頻発化，あ
るいは切迫する中にあって，これまで整備してき
たインフラが期待される防災・減災機能を発揮す
るためには，平時からの適切なメンテナンスが不
可欠である。例えば，最近では，平成 30 年台風
第 21 号の際に大阪平野の浸水を防いだ木津川水

門等の大阪湾の防潮施設や，令和元年東日本台風
の際に狩野川本川の氾濫を防いだ狩野川放水路
が，いずれも適切なメンテナンスにより実際の災
害で，その機能を遺憾なく発揮した（写真－ 1，2）。

今後，建設から 50 年以上経過するインフラの
割合が加速度的に増加する見込みである中で，こ
れら国民の安全・安心や社会経済活動の基盤とな
るインフラの維持管理・更新を計画的に進めてい
くことが極めて重要である。また，新型コロナウ
イルス感染症が拡大し，諸活動が制限される中，
道路や鉄道等の交通基盤が適切に機能し，物資が
滞りなく行き渡る等，インフラメンテナンスの重
要性があらためて認識されたところである。

一方，多くのインフラを管理する市町村におい
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写真－ 1　  平成 30年台風第 21号による高潮来襲から市街地を守る木津川 
水門（大阪府提供）

伊豆の国市　狩野川放水路1.0k　長塚橋伊豆の国市　狩野川放水路1.0k　長塚橋

写真－ 2　  洪水を分派する狩野川 
放水路

伊豆の国市　狩野川放水路1.0k　長塚橋伊豆の国市　狩野川放水路1.0k　長塚橋
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ては，土木部門の職員数が減少しているととも
に，十分な予算が確保できていない状況が続いて
いる（図－ 1，2）。

2.　国土交通省におけるインフラ
老朽化対策に係る主な取組

国土交通省では，2012 年 12 月に発生した中央
自動車道笹子トンネルの天井板落下事故を契機
に，2013 年を「社会資本メンテナンス元年」と
位置付け，2014 年に「インフラ長寿命化計画（行
動計画）」（2014 〜 2020 年度）を策定し，これに
基づき，インフラの老朽化対策に係る取組を推進
してきた。また，当該計画は今年 6 月 18 日に，

「予防保全」への本格転換や新技術の活用，イン
フラの集約・再編の取組等を盛り込んだ内容に改

定（2021 〜 2025 年度）したところである。
本稿では，国土交通省がこれまで行ってきたさ

まざまな取組のうち，主な取組として，⑴予防保
全への転換，⑵自治体への支援に関する取組，⑶
新技術・データ活用に関する取組について紹介す 
る。

⑴　予防保全への転換
2018 年 11 月，国土交通省は，経済財政諮問会

議のワーキンググループにおいて，所管する分野
のインフラについて，30 年後までの維持管理・
更新費の推計結果を示した。インフラの維持管
理・更新について，不具合が生じてから対策を講
じる「事後保全」から，不具合が生じる前に対策
を講じる「予防保全」へ移行することにより，30
年間の維持管理・更新費の合計費用が約 3 割縮減
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※地方公共団体定員管理調査結果より国土交通省作成。なお、一般行政部門の職員を集計の
　対象としている。また市町村としているが、特別区を含む。
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図－ 1　市町村における職員数の推移（市町村全体，土木部門）

図－ 2　市町村の土木費の推移
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される見込みとなった（図－ 3，表－ 1）。この結
果からも明らかなとおり，今後，事後保全から予
防保全へ転換させることにより費用の縮減・平準
化を図ることで，持続的・効率的なインフラメン
テナンスを推進することが必要である。

しかしながら，例えば，国内に約 72 万橋ある

道路橋梁については，点検の結果，約 10% の約
7 万橋は不具合が生じる可能性が高い状態にある
など，予防保全に本格的に転換するには，まずは
これらに対する措置を早期に講じる必要がある

（表－ 2）。
このように，インフラ老朽化対策は「待ったな
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予防保全
事後保全

図－ 3　事後保全と予防保全のサイクル（イメージ）

表－ 1　「予防保全」の推計と「事後保全」の試算との比較（長寿命化等による効率化の効果）

表－ 2　早期に対策が必要な施設数
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し」の課題であり，2020 年 12 月 11 日に閣議決
定された「防災・減災，国土強靱化のための 5 か
年加速化対策」に基づき，予防保全型インフラメ
ンテナンスへの転換に向けて，早期対応が必要な
施設への集中的な老朽化対策の加速化を図ってい
くこととしている。

⑵　自治体への支援に関する取組
インフラメンテナンスにおいて，特に困難な状

況に直面しているのは市町村である。道路・下水
道・住宅・公園など，非常に多くの施設を管理す
る必要があるにもかかわらず，維持管理に関わる
土木部門の職員は減少しており，また点検・補修
を行う予算も十分ではない。

このため，国土交通省では，地方自治体に対し
て，2020 年度から新たに道路や河川の分野にお
いて老朽化対策に係る個別補助制度を創設し，地
方自治体が計画的かつ集中的に老朽化対策を進め
られるように支援を行っている。また，地方自治
体の技術職員も対象に含めた研修の実施，「道路
メンテナンス技術集団」による直轄診断等の市町
村に対する直接的支援など，市町村を対象とした
取組も推進している。

さらに，関係機関で連携して，道路・河川・港
湾・空港の各分野でメンテナンス会議を開催し，
国・地方公共団体等の施設管理者が一堂に会し
て，技術的助言や情報共有を行ったり，PFI や包
括的民間委託等による民間活力の活用の推進を図
ったりしている。

⑶　新技術・データ活用に関する取組
インフラメンテナンス分野においても，新技術

の導入による作業の省人化・効率化を図る必要が
あり，実装事例を増やし，広めていく必要があ
る。このため，以下の取組を実施している。
①　5 か年加速化対策の柱の一つとして，政府全

体で概ね 2.7 兆円程度（うち国土交通省分で概
ね 1.5 兆円程度）を目途に，『予防保全型イン
フラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対
策』が盛り込まれた。2021 年度からは，コス
ト縮減効果の高い新技術の採用を予定している
事業の優先採択や交付金の重点配分対象とする
仕組みを導入したところである。

②　インフラメンテナンス国民会議（2021 年 6
月末時点：会員数 2,374 者）を通じ，施設管理
者のニーズと民間企業のシーズのマッチングに
よる新技術導入の支援等を推進している。国民
会議を通じて紹介された技術の社会実装数は着
実に増加している（2021 年 3 月時点：8 技術，
73 件。図－ 4，写真－ 3）。

③　新技術の活用に向けて，小規模自治体等が単
独で技術導入を検討することは困難であるた
め，自治体横断的な新技術の普及・展開を図る
必要がある。そこで，2018 年度から「官民研
究投資拡大プログラム（PRISM）」を活用し，
自治体におけるモデルケースの実施を通じて，

「インフラ維持管理における新技術導入の手引
き（案）Ver 0.1」を作成，2021 年 3 月に公表
したところである（図－ 5）。

図－ 4　インフラメンテナンス国民会議の概要
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④　インフラメンテナンスにおける新技術の活用
により，計測・点検・補修等の膨大なデータが
得られるようになり，これらの情報を利活用す
るためには，各管理者がそれぞれに保有してい
る維持管理情報をデータベース化していくこと
が必要である。そこで，国土交通省や地方自治
体が保有する維持管理に関するデータベースの
整備・連携方法について検討し，2020 年度に
10 のモデル自治体のインフラ維持管理データ
ベースを国土交通データプラットフォームとの
接続試行をしたところである（図－ 6）。

⑤　インフラメンテナンスに係る優れた取組や技
術開発を表彰するため，2016 年に「インフラ
メンテナンス大賞」という表彰制度を創設し
た。2020 年度（第 4 回）には新たに経済産業
大臣賞を創設し，計 7 省での合同開催となり，

288 件の応募から 35 件の表彰を選定し，2021
年 1 月に開催した表彰式を通じて好事例の全国
展開を進めたところである（写真－ 4）。2021
年度（第 5 回）についても，今年 3 月から 6 月
まで公募を行ったところである。

（東京都品川区）
・道路の凹凸情報の解析技術
　→自動車にスマートフォンを搭載し、走行して収集した
　　加速度情報から解析。

（福島県郡山市）
・道路のひび割れ情報の解析技術
　→自動車に市販ビデオカメラを搭載し、走行して収集した映像
　　から解析。

スマートフォン搭載
のイメージ

ひび割れの自動検出のイメージ

写真－ 3　現場ニーズと技術のマッチング等による新技術の社会実装の事例

図－ 5　  「インフラ維持管理における新技術導入の手 
引き（案）Ver 0.1」 図－ 6　  国土交通データプラットフォームと地方 

自治体データベースとの接続試行

写真－ 4　  第 4回インフラメンテナンス大賞表彰式 
（2021.1.8）
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3.　社会資本メンテナンス戦略小委員会
における検討

国土交通省では，大臣の諮問機関である社会資
本整備審議会・交通政策審議会技術分科会技術部
会の下に社会資本メンテナンス戦略小委員会を
2012 年に設置し，2013 年を「社会資本メンテナ
ンス元年」と位置付け，第 1 期（2012 〜 2013 年），
第 2 期（2014 〜 2015 年）を通じて，さまざまな
取組を進めてきており，以下の答申および提言を
とりまとめている。
・ 「今後の社会資本の維持管理・更新のあり方に

ついて」　答申　2013 年 12 月
・ 「民間資格の登録制度の創設について」　提言　

2014 年 8 月
・ 「市町村における持続的な社会資本メンテナン

ス体制の確立を目指して」　提言　2015 年 2 月
・ 「社会資本のメンテナンス情報に関わる 3 つの

ミッションとその推進方策」　提言　2015 年 2
月
そして，第 3 期（2017 年〜）では，施策の進

捗状況や市町村の動向等を把握して，これまでの
取組のレビューを行うとともに，今後の取組の方
向性について検討を行っている。

第 3 期において，小委員会はこれまでに 8 回開
催し（2021 年 6 月現在），第 8 回においては，イ
ンフラメンテナンスにおける取り組むべき項目と
当面の進め方を中間的にとりまとめるとともに，
2020 年 2 月に設置した民間活力活用や新技術導
入の促進をテーマとしたワーキンググループにお
ける検討状況の報告を行った。今後，新技術につ
いては「インフラ維持管理における新技術導入の

手引き（案）」の改善やインフラメンテナンス国
民会議の機能強化等に関して調査・検討を行い，
民間活力については，導入検討自治体への支援や
グッドプラクティス集の作成を行う予定である。

さらに，来るべき大更新時代に備え，「単純更
新」から「機能向上型更新」へいかにパラダイム
シフトしていくのか，河川機械設備で先行して検
討していく予定である。

4.　おわりに

本稿では，国土交通省におけるインフラ老朽化
対策に関する主な取組について紹介した。

今後の新型コロナウイルス感染症を踏まえた社
会を考えると，テレワークや Web 会議など，ヒ
トとヒトとの間のコミュニケーションや意思決定
については，通勤や移動をしなくとも，ある程度
可能であることが明らかになった。一方，リアル
な構造物であるインフラのメンテナンスは，現場
で対応することが不可欠であることを前提としつ
つも，新技術やデータの活用によりさらなる効率
化・高度化が進み，今後は自動化・無人化・遠隔
化といった方向に一層加速していくことが見込ま
れる。国土交通省としても，こうした動きをリー
ドしつつ，持続可能なメンテナンスサイクルの実
現を目指していきたい。

【参考文献】
社会資本メンテナンス戦略小委員会ホームページ
https://www.mlit .go.jp/policy/shingikai/s201_
menntenannsu01.html
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